都市計画手続業務に関する協力覚書書参考様式1



〇〇株式会社（以下「甲」という。）と、△△株式会社（以下「乙」という。）は、甲が参加する「晴海二丁目教育施設設計業務委託に係る設計プロポーザル」（以下「本業務」という。）に関連し、都市計画手続き業務に関する協力について、以下のとおり覚書を締結する。

（目的）
第１条　本覚書は、本業務において必要となる都市計画手続に関し、乙が有する知見および業務実績を活用し、甲に対して技術的支援および業務協力を行うことを目的とする。

（協力内容）
第２条　乙は、本業務における以下の都市計画手続きに関する業務について、甲に協力するものとする。
一　都市計画手続に関する方針検討
二　関係機関協議に必要な資料作成支援
三　行政協議・説明に関する技術的助言
四　その他、都市計画手続の遂行に必要な業務

　（協力期間）
第３条　本覚書に基づく協力期間は、本業務の契約締結日から、当該都市計画手続に関連する業務が完了する日までとする。

（体制）
第４条　乙は、本業務における都市計画手続き業務について、適切な担当者を配置し、継続的に協力するものとする。

（協力関係の継続）
第５条　甲および乙は、正当な理由がある場合を除き、本覚書に基づく協力関係を一方的に解消しないものとする。

（提出および開示）
第６条　本覚書は、設計プロポーザルにおける提出書類として、発注者に対し提出・開示されることについて、甲乙双方がこれを了承する。

（協議）
第７条　本覚書に定めのない事項、または本覚書の解釈に疑義が生じた場合は、甲乙協議のうえ、誠意をもって解決するものとする。

以上、本覚書の成立を証するため、本書２通を作成し、
甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。



令和　　年　　月　　日
甲　所 在 地
　　名　　称
　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

乙　所 在 地
　　　　名　　称
　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
